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感染者数の減少が止まってしまった
マスク問題も含めて開放感が高まる
外国からの入国者も増加
変異株BA5への移行も考えられる
ワクチンの効果が低下してきている
高齢者や持病のある人は４回目接種を



避難民はどうなっ
ているのだろうか

76666人

184074人

71906人



沖縄で新型コロナウイルスBA5確認



抗ウイルス薬承認先送り
•前回お話し

した塩野義

製薬の抗

ｳｲﾙｽ剤が

承認されず

•治験量が少なく有効性が十分確認できなかった

•早ければ７月には再検討を行う



１週間を振り返って
•17日 ｳｨｷﾘｰｸ創設者 ｱｻﾝｼﾞ氏 ｱﾒﾘｶに引き渡し

•18日 日本人傭兵がｳｸﾗｲﾅに入国とﾛｼｱが報道

•19日 使用済核燃料からのﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑをﾌﾗﾝｽに譲渡

• 能登半島北端で震度６弱の地震 警戒を

•20日 ﾌﾗﾝｽの国民議会選挙 与党が過半数割れ

•21日 笛吹市で高級桃5000個盗難

•22日 自宅軟禁中のｽｰﾁｰ氏 刑務所独房へ移送

•23日 韓国でｻﾙ痘確認 ﾄﾞｲﾂ帰りの人 ｱｼﾞｱ２例目



福島原発事故に関する国の責任



原発事故訴訟
•福島第一原子力発電

所事故対策に国の責

任はあるのか

•最高裁判所の判断は

想定外の大きさだった

ので防潮堤を建設した

としても防げなかった

•国の責任は認められない



今回の裁判結果から
•裁判の基本 三審制
•最高裁判所判決が最終判断
•今判決の特徴は裁判官の反対意見書があったこと
•長期評価も予見可能性も認める
•想定された津波で敷地が浸水すれば、本件事故と同様の
事故が発生する恐れがあることは明らかだった
•長期評価公表から1年後の2003年7月頃までに国は東電に
対策を取らせるべきだった
•万が一にも深刻な災害が起こらないようにするべき
•今後の裁判の行方に注目

極めて異例

防潮堤以外の様々な対策ができたはず

弁護士は第二判決と受け止め



核兵器禁止条約締約国会議





核兵器禁止条約締約国会議

•21日からウイーンで開催

•22日の成果
•核兵器を持つ国が条約に批准
した場合、10年以内に核兵器を
廃棄しなければならないとした



•被爆者の高齢
化が進む

•実際に被爆し
た国の民として
今後どう対応し
ていくのか

•自分が被爆者
として認識した
回数の話は重
い



日本の若者が演説
•早稲田大2年の高垣慶太氏

•未だに被爆者であることを隠

す被爆者がいる

•科学的根拠に基づいた適切

な被害者支援を行うべき

•白梅学園短期大1年の奥野華子氏

•核兵器と気候危機という負の遺産を、未来の世代に
残してはならない



核兵器禁止条約
•2017年 国連総会で採択

•2021年 発効 締約国65か国

•今回の会議には33のｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ国が参加

• ドイツ ベルギー オランダ オーストラリアなど

•大きく２つに分かれる考え方

•地球上から完全に核兵器を無くす

•先ずは核の傘の中で核兵器を平和的に削減する

•ﾄﾞｲﾂ NATOは核同盟だから参加せず⇒核軍縮必要



日本の立場
•今回の条約が核兵器の法的禁止を求めている

•1970年 核拡散防止条約（NPT)

• 核軍縮 核不拡散 核平和利用 の３本柱

•現実の問題としてアメリカの核の傘の中で今がある

•核が無ければ日本の安全保障の拠り所がなくなる

•核不拡散を進めながら究極的には核軍縮をねらう

•核保有国と非保有国の橋渡し的立場で動くと言いな
がら今回の会議には参加せず 国政が大切なのも分かるが



結婚という問題について





結婚すること
•少子高齢化と言われる現代

•結婚に対する意味の変化

•結婚しても子どもはいらない

•そもそも恋人の存在がない

•生活様式の多様化がある



大阪地裁の判決
•現在全国で５つの裁判
が行われている

•昨年の北海道地裁では
違憲の判断

•今回の大阪地裁では合
憲の判断

•性的マイノリティーの
方々の権利問題は今後
も課題となります



婚姻に関する法律
•憲法第24条 婚姻は、両性の合意のみに基いて成
立し、夫婦が同等の権利を有することを基本として、
相互の協力により、維持されなければならない。

•（民法731条）

•改正前「男は、18歳に、女は、16歳にならなければ、
婚姻をすることができない」

•今年の４月から改正 「婚姻は、18歳にならなければ、
することができない」



児童婚も問題です
•日本は今回の民法改正で男女とも18歳未満の婚姻
は認められなくなった

•世界で一般的な規定では18歳未満の婚姻を児童婚

•ｱｼﾞｱや中南ｱﾌﾘｶでは現在でも児童婚が多い

•毎日60人以上の女の子が出産等で命を失っている

•肉体的に成熟していない

•十分な教育を受けていない

•経済的な理由

法律的には日本は児童婚を認めていた



児童婚を無くすための努力を
•日本でも昔は児童婚が盛んにおこなわれていた

•農村等では十分な労働力確保のために必要だった

•ｾｰﾌﾞ・ｻﾞ・ﾁﾙﾄﾞﾚﾝでは性暴力の中で最悪で致命的な
形態の暴力と規定

•子どもとしての時間 学ぶ権利 生きる権利を奪う

•今後10年間に1000万件の児童婚があると懸念

•教育の重要性が叫ばれている



ひたひたと迫るインフレの足音



世界情勢が不安定の中
•為替市場の激変

•様々な原材料の値上げ

•ガソリンの市場価格 １ℓ 170円越え

•食料品だけで年内に1万件を超える

• ５月まで4770 ６月1500 7・8月 3300 と続々

•再値上げも増えている

•その他の製品の値上げもある

円は今年に入って20円も安くなる

政府補助金約40円



衣料品の味方ユニクロも値上げ
•今秋から大幅値
上げ

•円安・原材料・輸
送費の高騰が引
き金

•中国の人件費は

•GUという格安ブラ

•我々の購買意識

ほぼ日本と同じぐらいになっている

ンドを持っている

の改革も必要



参議院選挙の争点
•自民党の景気重視

•ｱﾍﾞﾉﾐｸｽの成長が社会保障政
策にプラスになる

•野党は社会保障を重視

•生活を豊かにするための政策

•お金が増えれば市場が活発に

•インフレと表裏一体



ステルス値上げ
•シュリンクフレーション

• シュリンク＝縮じむ フレーション＝インフレーション

•ｲﾝﾌﾚｰｼｮﾝが進む中、生産側が表面的には値上げし
ていないが様々な工夫をして実質値上げをする

•内容量を減らす

•外装は大きくしてお得感をアピール

•値段が変わらないので消費者も抵抗感少ない

•購入回数が増える ⇒ 安い店を買いまわる



900㎖ ⇒ 720㎖
20％減









宇宙天気予報



•情報通信研究機構

• HPがあります

•興味があればご覧ください

•黒点や太陽の爆発状況も
見られます



太陽フレアの動き



宇宙天気予報とは

天然の核融合炉

大気圏と電離層磁気圏





太陽フレアの活動が増大
•2025年に拡大期がある

•これによって地球上に様々な障害が発生する

•主なものは電波障害

•携帯電話やGPSなどが使用できなくなる

•現代社会は大きくこれらに依存している

•社会活動が極端に低下する

•その対策を今から考えておくべき

•基本的には有線の利用拡大を

活動周期は11年



ウクライナ情勢





ノーベル平和賞のメダルを競売

•昨年受賞したロシ
アの独立系メディ
アの編集長がメダ
ルを競売

•約140億円

•UNICEFに寄付し
ウクライナの子ど
も達支援に利用

•苦しむ人々を救う
必要がある

現在はヨーロッパ
に出国



世界難民の日 ６月20日
•2000年12月4日 国連総会で決定

•生きていくためには何時どこでも誰でも人道的支援
を受けることが可能



厳しい状況

•ｳｸﾗｲﾅの現状

•４か月になる
避難時間

•言葉の問題

•受入側の資金

•様々な問題が
生じている

•早く解決を！



４か月になる侵攻で変化が



ジャーナリスト死亡の原因は？
•国境なき記者団の発表

•3月13日キーウ近郊

•取材活動中のカメラマ
ンが行方不明後死亡

•当人は頭を撃たれ同行
の兵士が生きたまま焼
かれた痕跡があった

•拷問の可能性も



戦時国際法で守られる
•国際人道法ともいわれる法律

•戦闘員と非戦闘員を区別し、非戦闘員の人道を守る

•非戦闘員を意図的な攻撃目標としてはならない

•民間人・民用施設の被害を最小限に抑えるために
実行可能なあらゆる予防措置を講じる義務あり

•戦闘員と民間人を区別しない攻撃はやってはダメ

•拷問などは論外である

ロシアの主張は民間
施設は攻撃していない



人道に関する様々な条約
•ウクライナとロシアはともに以下の条約に調印

•欧州人権条約（ECHR）

•市民的及び政治的権利に関する国際規約（ICCPR：
自由権規約）

•拷問及び他の残虐な、非人道的な又は品位を傷つ
ける取扱い又は刑罰に関する条約（CAT：拷問等禁
止条約）

•⇒国際人道法にもつながる内容



戦時国際法にある攻撃対象
•もし戦闘を避けることができなかった場合の攻撃対象

• ⇒国民の生存を脅かす公の緊急事態

•軍事目標のみ攻撃を許される

•明確な軍事的利益をもたらされるも

•家屋、集合住宅、企業、礼拝所、病院、学校、文化財
は攻撃目標にはできない

•例外 戦闘を積極的に支援する民間人は除外

戦闘員
武器弾薬
建物
車両

ウクライナ側が公開する情報の中に多く見られる



ﾛｼｱ軍の攻撃ﾊﾟﾀｰﾝは認められるか
•国際人道法は、都市部での戦闘を禁じていない

•無差別攻撃は認められていない

•区域砲撃も禁止 軍事目標と民間施設が混在しその
差がはっきりしている場合でも一斉に砲撃等をする

•兵器の性能が低く撃ち分けられないとき使用禁止

•民間人を「盾」として使用してはならない

•対人地雷やクラスター弾は国際条約で禁止

•心理的被害や都市インフラの寸断など無いよう配慮

軍事目標 民間施設区別なし



プーチン氏の今後は？
•プーチン氏が４月に手術を受けていた ｱﾒﾘｶの発表

•国内の抑えつけが効かなくなってきている

• ドーピングは初めは効くがだんだん苦しくなってくる

•政権支持率は依然として高い

•地方議会でウクライナ侵攻を即刻やめるよう発言

•国軍将校の中にも批判する人が出てくる

•ウクライナに行く事を拒む兵士の存在

死亡説まで出る



ウクライナを巡る考え方の変化
•侵攻開始直後はNATO諸国やアメリカは結束して経
済制裁を行い経済的援助や武器の供与を行う

•侵攻100日を経て考え方に微妙な差が出る

ウクライナバルト三国
ポーランド

イギリス

ロシアフランス
ドイツ
イタリアソ連時代から抑圧されている

国内で亡命ロシア人の暗殺

歴史的にも関係深い
天然ガス依存
経済の打撃が大きい

徹底抗戦 停戦して
和平交渉

電話会談
ﾃﾞｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞを狙う

ドイツへの天然ガス供給40％減通知

先日の訪問で
ギクシャク感



国内での変化
•ロシア 発言に対しての罰則問題で発言する人がい
なかったが最近の映像では批判的な発言をする人
が出てきている
•実情は不明
•ウクライナ 多くの国民がロシアに対する徹底抗戦を
訴える
•長引くことによって多くの犠牲者が発生し不安拡大
• 義勇兵などが戦線離脱＝士気の低下
•男性の出国停止に対して裁判を起こす



着地点は何処に
•ロシアは当初から「ネオナチの掃討」を主張

• 黒海沿岸を占領しロシアの属国化

•ウクライナ国内での意見統一

• クレバ外相などはクリミア半島奪還

• ゼレンスキー大統領は２月24日の侵攻前へ

•今の段階では和平交渉は厳しいか

•自国が有利な状況で行いたいから

•トルコのエルドアン大統領の投げかけ



ロシアの国内 さらに厳しく
•美人検事長
ﾎﾞｸﾛﾝｽｶﾔ
氏の発言

•検事長解任

•検事総長顧
問に就任

•目立つ活動
しない



ロシア国民の行動制限
•6月12日 ロシアの日

•地下鉄の顔認証システムを利用してジャーナリスト
や活動家を約70名拘束

•6月13日 刑法上の新たな制限

•フェイクニュースや非客観的な情報といったあいまい
で不明確な考えに基づく情報の流布を禁止

•ますます政府に意見を言えなくなる

•これが民主国家なのか 国連人権委員会も指摘


